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総合計画に係るSDGsの取組み

■SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは
平成27（2015）年９月の国連で全会一致で採択されたもので、 2030年の達成に向
けて「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指す
世界共通の国際目標。

【貧困】 あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる

【飢餓】 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養の改善を実現し、持続可能な農業を促進する

【保健】 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

【教育】 すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

【ジェンダー】 ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワーメントを行う

【水・衛生】 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

【エネルギー】 すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的なエネルギーへのアクセスを確保
する

【経済成⻑
と雇用】

包摂的かつ持続可能な経済成⻑及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのあ
る人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

【ｲﾝﾌﾗ、産業化、
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ】

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー
ションの推進を図る

【不平等】 国内及び各国家間の不平等を是正する

【持続可能な
都市】 包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

【持続可能な
消費と生産】 持続可能な消費生産形態を確保する

【気候変動】 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

【海洋資源】 持続可能な開発のために、海・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

【陸上資源】 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対
処ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

【平和】 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセス
を提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

【実施手段】 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する



まちづくりの目標と軸、施策方針、「活力」創生プランとの関連表
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パート
ナー
シップ
で達成

『人』が住みたい・住み続けたいまち

1-1
子どもを産み育てやすい環境づ
くり ● ● ● ● ● ● ● ●

1-2
夢を描き・実現できる子どもの
育成 ● ● ● ● ● ● ● ●

1-3 移住・定住の促進 ● ● ●

1-4
みんなで進める健康なまちづく
りの推進 ● ● ●

1-5 生涯学習・スポーツの推進 ● ● ● ● ●

『安全・安心』なまち

2-1 命と暮らしを守る地域づくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2-2
地域の支えあいと共生社会の推
進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2-3 人と自然の共生 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2-4 行政機能の充実 ● ● ● ●

『確かな未来』を築くまち

3-1 商工業の振興 ● ● ● ● ● ● ● ●

3-2 新たな観光・ツーリズムの振興 ● ● ● ● ● ●

3-3 農林水産業の振興 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

3-4
新たな就業・雇用の場の創出と
人材確保 ● ● ● ● ● ● ●

3-5 文化財の保存と伝統文化の継承 ● ● ● ●

Ⅰひとを育み活力創生（1-1,1-2） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Ⅱひとを大事に活力創生（1-4） ● ● ●

Ⅲひとを呼び込み活力創生（1-3,3-1,3-2） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Ⅳ仕事をつくり活力創生（3-1,3-3,3-4） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Ⅴ基盤を整え活力創生（2-1,2-2,2-3,2-4） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

■本計画での推進
本計画の推進は、SDGs達成に向けた取組みにも資すると考えられることから、貧困、飢餓、健

康・福祉・教育など、SDGsの以下17の国際目標と本計画における目標や施策等との関連を整理し、
持続可能な社会の実現に貢献していくこととします。

軸・施策方針・政策体系

SDGs17のゴール
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第１章 豊後高田市の人口の動向 

１ 豊後高田市における人口の現状 

（１）総人口 

①市全体 

本市の人口は、昭和 22 年の 50,234 人をピークに減少傾向が続いています。昭和 30 年か

ら昭和 45 年にかけてその減少度合いが大きく、昭和 45 年には、ピーク時の 67％の 33,561

人となっています。その後、減少傾向は緩やかになっていますが、引き続き年々減少して

いる状況が続いており、令和２年には 22,112 人とピーク時の約 44％となっています。 

ただ、近年の推移をみると、平成 22 年は５年前の平成 17 年に比べて約 1,208 人減、平

成 27 年は５年前に比べて約 1,053 人減、令和２年は５年前に比べて約 741 人減と、減少幅

は次第に縮小しています。 

 

図 総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 
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また、５年ごとの減少率の推移をみると、平成２年から平成７年（5.1％減）をピーク

に傾向としては減少率が緩やかになりつつあり、直近の平成 27 年から令和２年では

3.2％減で、その前の５年間の減少率から 1.2 ポイント改善しています。 

 

図 人口増減率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

※国勢調査を基に市で算出 
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②旧３市町別 

平成 17 年の合併前の旧豊後高田市、旧真玉町、旧香々地町ごとの人口の推移をみると、

旧３市町とも減少傾向にあります。直近 20 年間で最も減少人口が多いのは旧豊後高田市で

約 1,800 人、減少率では旧香々地町が最も高く、約 31％となっています。 

旧豊後高田市は、平成 12 年時点で約 18,500 人でしたが、20 年間で約 1,800 人（平成 12

年時点の約 10％に相当）減少し、令和２年時点で約 16,700 人となっています。 

旧真玉町は、平成 12 年時点で約 3,900 人でしたが、20 年間で約 1,100 人（平成 12 年時

点の約 28％に相当）減少し、令和２年時点で約 2,800 人、旧香々地町は、平成 12 年時点で

約 3,800 人でしたが、20 年間で約 1,200 人（平成 12 年時点の約 31％に相当）減少し、令

和２年時点で約 2,600 人となっています。 

 

図表 旧 3 市町別の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 小地域集計 

※国勢調査を基に市で算出（旧３市町別人口については以下同じ。） 
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また、旧３市町の５年ごとの減少率をみると、旧豊後高田市では他地域よりも減少率が

低く、直近 10 年では平成 22 年から平成 27 年で 2.3％減、平成 27 年から令和２年で 1.2％

減と、減少率が下がってきています。一方、旧真玉町や旧香々地町では、平成 12 年以降減

少率が年々大きくなっていましたが、直近の平成 27 年から令和２年ではいずれも減少率が

下がっています。 

それぞれの旧３市町の昭和 55 年時点の人口を 100 とすると、旧豊後高田市では約 35 年

間で 79.3、旧真玉町では 58.2、旧香々地町では 54.2 となっています。 

 

図表 旧３市町別の人口減少率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 旧３市町別の人口指数の推移（1980 年＝100） 
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③大分県・県内主要市・周辺市との比較 

大分県全体としても平成２年以降減少傾向にあって、直近５年間では約 42,400 人（3.6％）

減少しています。県内市町村の中で、大分市だけは年々人口が増加していましたが、直近

５年間では、大分市も約 2,500 人（0.5％）の減少に転じています。その他の市は、いずれ

も減少傾向が続いています。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 
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令和２年時点の人口指数（1980 年＝100）をみると、大分県全体が 91.5 であるのに対し、

大分市が最も高く 123.3、次いで中津市 96.4、別府市 84.5 などが続き、豊後高田市は 72.0

となっています。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の人口指数の推移（1980 年＝100） 
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大分市 100.0 107.3 111.5 115.8 117.8 119.9 123.0 124.0 123.3 

別府市 100.0 98.8 95.5 94.0 92.7 93.0 91.9 89.5 84.5 

中津市 100.0 102.0 101.2 100.8 99.5 98.1 98.0 97.7 96.4 

宇佐市 100.0 99.1 97.2 95.2 95.2 95.7 91.5 86.0 79.8 

杵築市 100.0 100.3 96.6 94.1 91.9 89.7 87.0 83.0 77.8 

国東市 100.0 98.3 93.3 89.6 87.4 84.4 79.0 70.6 64.8 

資料：国勢調査 

※国勢調査を基に市で算出 
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５年ごとの減少率を比較すると、減少傾向にある県及び多くの市で人口減少が加速化し

ている中で、この 15 年間を見ると豊後高田市のみが連続して減少率の改善がみられます。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の人口増減率の推移 
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資料：国勢調査 

※国勢調査を基に市で算出 
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（２）年齢３区分別人口 

①市全体 

年齢３区分別人口の推移を直近 20 年間でみると、15 歳未満の年少人口が 31.0％減少、

15～64 歳の生産年齢人口が 25.1％減少しているのに対し、65 歳以上の老年人口は 7.1％増

加しており、少子高齢化が進行しています。それぞれの構成比は、平成 12 年に年少人口

13.5％、生産年齢人口56.1％、老年人口30.5％だったものが、令和２年にはそれぞれ11.0％、

49.8％、38.7％と、年少人口、生産年齢人口の割合が減り、老年人口の割合（高齢化率）

が増えています。 

年少人口は、平成 12 年 3,525 人、令和２年 2,432 人と、20 年間で 1,093 人（31.0％）

減少し、一層少子化が進んでいます。しかしながら、年少人口割合は、平成 27 年に 10.7％

だったものが、令和２年に 11.0％と、反転の兆しが出ています。 

生産年齢人口は、平成12年14,695人、令和２年11,010人と、20年間で3,685人（25.1％）

減少し、総人口に占める割合も 56.1％から 49.8％へと、働く世代が減っています。 

老年人口は、平成 12 年 7,986 人、令和２年 8,551 人と、20 年間で 565 人（7.1％）増加

し、高齢化率は 38.7％まで上昇しています。20 年前は 3.3 人に１人が高齢者という状況で

したが、令和２年には約 2.6 人に 1 人が高齢者という状況になっています。 

 

図表 年齢３区分別の人口推移 

 
資料：国勢調査 

※国勢調査を基に市で算出 

（注）各年齢区分の割合は、年齢不詳を含めた総人口から算出しているため、各年齢区分の合計が総人口とは一致しない。 
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②大分県・県内主要市・周辺市との比較 

年少人口は、県、各市とも減少傾向にあります。県では、平成 12 年 179,400 人、令和２

年 135,300 人と、20 年間で 44,100 人（24.6％）減少し、一層少子化が進んでいます。年少

人口の減少が比較的穏やかだった大分市でも、直近 20 年間で 10,000 人近く減少している

ほか、県内の主要市、周辺市でも大幅に減少しています。 

そうしたなか、豊後高田市は県の水準をさらに下回り、20 年間で 31％の減少となってい

ますが、この５年間で比較すると、年少人口が 2,400 人台にとどまるなど、下げ止まりの

兆しもみられます。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の年少人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

（注）年少人口は 0～14 歳で、年齢不詳を除く。 
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年少人口が総人口に占める割合は、県や国東市を除く周辺市よりも低い水準で推移して

いましたが、この５年間を見ると平成 27 年の 10.7％に対して、令和２年は 11.0％と豊後

高田市のみ反転の兆しが見られ、周辺の国東市、別府市、杵築市を上回っています。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の年少人口比率の推移 
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（注）年少人口は 0～14 歳で、年齢不詳を除く。 

    人口比率は、年齢不詳を含めた総人口から算出している。 
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生産年齢人口についても、県、各市とも減少傾向にあります。県は、令和２年時点で約

597,000 人と、直近 20 年間で約 178,000 人減少（平成 12 年時点の約 23％に相当）し、平

成 12 年時点の約 77％まで減少しています。 

そうしたなか、豊後高田市は県の水準をさらに下回り、20 年間で約 25％の減少となって

いますが、この５年間で比較すると、約 800 人の減少にとどまるなど、減少幅が縮小する

兆しもみられます。 

 

図 大分県・県内主要都市・周辺市の生産年齢人口の推移 
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（注）生産年齢人口は 15～64 歳で、年齢不詳を除く。 
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生産年齢人口が総人口に占める割合は、県や国東市を除く周辺市よりも低い水準で推移

していましたが、令和２年には 49.8％と、周辺の国東市や杵築市を上回っています。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の生産年齢人口比率の推移 
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資料：国勢調査 

（注）生産年齢人口は 15～64 歳で、年齢不詳を除く。 

  人口比率は、年齢不詳を含めた総人口から算出している。 
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老年人口は、県も市も増加傾向にあります(令和２年時点)。県は、令和２年時点で約

369,000 人と、直近の 20 年間で約 103,000 人増加（平成 12 年時点の約 39％）していま

す。 

そうした中で、豊後高田市では同様に増加しているものの、その増加度合いは周辺市よ

りも低く、平成 12 年時点から 1.2 倍程度にとどまっています。 

 

図 大分県・県内主要都市・周辺市の老年人口の推移 

 
資料：国勢調査 

（注）生産年齢人口は 15～64 歳で、年齢不詳を除く。 
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老年人口が総人口に占める割合（高齢化率）は、国東市に次いで高い水準で推移してお

り、豊後高田市は令和２年時点で 38.7％となっています。 

 

図表 大分県・県内主要都市・周辺市の老年人口比率（高齢化率）の推移 
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大分市 7.6％ 8.6％ 10.2％ 12.4％ 15.1％ 17.6％ 20.2％ 24.3％ 27.2％ 

別府市 11.0％ 12.9％ 15.7％ 19.1％ 22.6％ 25.0％ 27.5％ 31.4％ 33.8％ 

中津市 13.7％ 14.7％ 16.9％ 19.3％ 22.0％ 24.1％ 25.5％ 28.1％ 30.0％ 

宇佐市 15.6％ 17.2％ 19.8％ 23.5％ 26.8％ 28.9％ 30.7％ 33.9％ 36.6％ 

杵築市 16.0％ 18.4％ 21.4％ 25.1％ 27.8％ 29.2％ 31.5％ 34.4％ 37.1％ 

国東市 19.0％ 20.4％ 23.8％ 28.1％ 31.9％ 34.2％ 36.3％ 40.6％ 43.1％ 

資料：国勢調査 

（注）生産年齢人口は 15～64 歳で、年齢不詳を除く。 

    人口比率は、年齢不詳を含めた総人口から算出している。 
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老年人口の年齢階層別の推移をみると、65～74 歳の前期高齢者の割合が傾向として低

くなっている一方、85 歳以上の割合が高くなっています。 

詳細をみると、平成 12 年から 20 年間で、65～74 歳の人口は約８％減少していますが

75～84 歳の人口は約３％増加、85 歳以上の人口は約２倍に増加しています。 

65～74 歳の前期高齢者の割合は、平成 22 年までは低下していましたが、団塊の世代が

この年代に入ってきたことにより、平成 27 年に 1.3 ポイント、令和２年には 1.6 ポイン

ト高くなっています。 

75～84 歳の占める割合は、平成 22 年までは増加傾向にありましたが、平成 27 年に 3.9

ポイント、令和２年に 3.5 ポイント低くなっています。 

85 歳以上の高齢者は一貫して増加しており、超高齢化が進んでいます。 

 

図 豊後高田市の老年人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

（注）年齢不詳を除いて算出。 
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老年人口の年齢階層別構成比を県内主要市、周辺市と比較すると、どの自治体において

も 65～74 歳、75～84 歳、85 歳以上の順で構成比が高くなっています。 

65～74 歳の前期高齢者の割合は、大分市が約 51％で最も高く､次いで中津市(約 48％)､

宇佐市（約 47％）が続いています。 

75～84 歳の割合は、別府市が約 35％で最も高く、次いで国東市、豊後高田市、中津市

がそれぞれ約 33％で続いています。 

85 歳以上の割合は、国東市が約 24％で最も高く、次いで杵築市（約 23％）、豊後高田

市（約 22%）となっています。 

他の自治体に比べて、豊後高田市は後期高齢者の割合が高い状況にあります。 

 

図 大分県・県内主要都市・周辺市の老年人口の内訳（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（注）年齢不詳を除いて算出。 
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（３）男女別・年齢別人口 

①男女別・年齢３区分別人口の推移 

男女別にみると、男性、女性ともに減少してきており、男性は令和２年時点で約 10,500 人で、

20 年前の平成 12 年比で約 14％減少しています。女性は同じく約 11,500 人で、平成 12 年比で約

17％減少しています。 

男女別・年齢３区分別にみると、男女ともに、年少人口（15 歳未満）、生産年齢人口（15～64

歳）は減少し、老年人口（65 歳以上）が増加しています。ただし、女性の方が年少人口、生産年

齢人口の減少幅が大きくなっています。 

 

図 男女別年齢３区分人口の推移 

 

資料：国勢調査 

（注）年齢不詳を除いて算出。 
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②15～49 歳の女性人口等の推移 

出産年齢層である 15～49 歳の女性の人口は年々減少しており、令和２年に約 3,500 人

で、平成 12 年からの 20 年間で、約 1,100 人（約 24％）減少しています。 

５年ごとの減少率をみると、平成 17 年までは減少率が拡大していましたが、平成 22 年

以降、減少率が縮小してきており、令和２年では-0.8％と、ほぼ横ばいとなっています。 

 

図表 15～49 歳の女性人口と増減率の推移 

 
資料：国勢調査 

（注）年齢不詳を除いて算出。 
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＜参考(大分県資料)＞  

■大分県の若年女性（20～39 歳）の流出の現状 

令和２年国勢調査における大分県の若年女性（20～39 歳）人口は約 98,000 人で、前回

調査に比べ大きく減少（-16,000 人、-14.6％）し、減少幅が拡大（-13.1％→-14.6％）

しています。 

県内市町村別では、本市のみが増加し、他の 17 市町村は減少しています。 

 

図表 大分県の若年人口（20～39 歳）の推移 

 
資料：大分県 

 

図表 大分県内各市の若年女性人口（20～39 歳）の増減率 
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③出生数、合計特殊出生率の推移 

出生数は、令和３年（出生数 170 人）のように例年よりも多い年も見られますが、翌年

の令和４年には 120 人、令和５年には 107 人に減少しており、変動して推移しています。 

合計特殊出生率は、平成 25 年に一度 1.48 まで減少し、その後は上昇傾向にありました

が、直近の令和５年は 1.43 となっています。 

 

図表 出生数と合計特殊出生率の推移 

 

資料：「住民基本台帳」（出生数）、大分県「人口動態統計」（合計特殊出生率） 
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④人口ピラミッド 

人口ピラミッドを用いて、豊後高田市の男女別・年齢階級別の人口構成の変化をみると

昭和 55（1980）年には、第二次ベビーブーム等により、50 歳前後の中年層と 10 歳代前半

の若年者が多い形だったものが、平成 12（2000）年以降は、年少人口が非常に少ない不安

定な形へと変わってきています。 

ただし、平成 27（2015）年の０歳～４歳の人口と、その５年後の令和２（2020）年の５

歳～９歳の人口を比較してみると、平成 27 年は、男 388 人・女 357 人に対して、令和２年

は、男 433 人・女 391 人といずれも増加しており、社会増の効果により、いわゆる逆ピラ

ミッド化の加速を食い止めていると分析できます。 

図表 人口ビラミッドの変化 
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（４）世帯構成 

①世帯数 

本市の世帯数は、多少の増減はありながらも 9,600 世帯前後で推移しています。 

 

図表 世帯数と世帯数増減率の推移 

 
資料：国勢調査 

（注）一般世帯数を集計（施設等の世帯を除く。） 
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②世帯人員別世帯数及び世帯当たり人員 

世帯人員別にみると、単身世帯は年々増加し、２人世帯はほぼ横ばい、３～５人の世帯

や６人以上の世帯は年々減少しています。 

単身世帯は、平成 12 年時点で約 2,200 世帯でしたが、20 年間で約 55％増加し、令和２

年時点で約 3,400 世帯となっています。また、全世帯数に占める割合は 20 年間で約 23％

から約 36％に増加しています。 

２人世帯は、令和２年時点で約 3,100 世帯となっています。 

３～５人世帯は、平成 12 年時点で約 3,600 世帯でしたが、20 年間で約 23％減少し、令

和２年では約 2,800 世帯となっています。構成比は約 38％から約 29％に低下しています。 

６人以上の世帯も、平成 12 年時点で約 550 世帯でしたが、令和２年では約 200 世帯と、

約 64％減少しています。 

そのようななか、世帯当たり人員は年々減少してきており、平成 12 年時点では 2.6 人/

世帯でしたが、令和２年では 2.2 人／世帯と、少子化、核家族化等が進んできていること

がわかります。 

 

図表 世帯人員別世帯数と 1 世帯当たり人員の推移 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（注）一般世帯数を集計（施設等の世帯を除く。） 
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世帯人員１人

1,732世帯

33.0%

世帯人員２人

2,262世帯

43.0%

世帯人員3～5人

1,153世帯

21.9%

世帯人員6人以上

109世帯

2.1%

③65 歳以上の世帯人員別世帯数       図表 65 歳以上の世帯の人員別世帯数の割合 

65 歳以上の高齢者がいる世帯をみると、

令和２年で世帯人員１人の単身世帯が約

33％、世帯人員２人が約 43％を占めており、

65 歳以上の３／４が一人暮らし又は二人暮

らしをしています。 

単身世帯と世帯人員２人の世帯数は増加

傾向にあり、特に、単身世帯は 20 年前の平

成 12 年から約 31％増加しています。 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（注）一般世帯数を集計（施設等の世帯を除く。） 

 

 

図表 65 歳以上の世帯人員別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（注）一般世帯数を集計（施設等の世帯を除く。） 
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④生産年齢層の既婚（有配偶）者数、未婚者数 

生産年齢層の配偶関係をみると、既婚（有配偶）者は年々減少傾向にあり、令和２年に

5,922 人（既婚率 60.4％）と、20 年前の平成 12 年の 9,458 人（既婚率 69.5％）から約 37％

減少しています。既婚率は 9.1 ポイント低下しています。 

一方、未婚者はほぼ横ばいで推移しており、令和２年に 3,885 人（未婚率 39.6％）と、

20 年前の平成 12 年の 4,146 人（未婚率 30.5％）から約６％の減少にとどまっています。

全体の人口が減少しているため、未婚率は 9.1 ポイント高くなっています。 

 

図 生産年齢層の既婚（有配偶）者数と未婚者数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

資料：国勢調査 

（注）死別、離別、不詳を除く。 

  

9,458 8,491

7,599
6,656

5,922

4,146 4,089 4,251 3,954 3,885

69.5%
67.5%

64.1%
62.7%

60.4%

30.5%

32.5%
35.9%

37.3%
39.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

令和2年

(2020)

有配偶者 未婚者 有配偶率（右目盛） 未婚率（右目盛）

（人）



第１章 豊後高田市の人口の動向 

26 

 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

資
料
編 

⑤男女別生産年齢層の既婚（有配偶）者数、未婚者数 

男女別に既婚（有配偶）率をみると、男性が令和２年に 54.9％と、平成 12 年の 65.6％

から 10.7 ポイント低下しているほか、女性も令和２年に 66.1％と、平成 12 年の 73.5％か

ら 7.4 ポイント低下しています。 
 

図表 男女別生産年齢層の既婚（有配偶）者数と未婚者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（注）死別、離別、不詳を除く。 

 

⑥15～49 歳の女性の既婚（有配偶）者数、未婚者数 

15～49 歳の女性の既婚（有配偶）者数は、令和２年に 1,718 人（既婚率 54.9％）と、平成

12 年の 2,662 人（既婚率 61.6％）から 944 人減少しています。既婚率は、平成 22 年以降

54％台で安定しています。 
 

図 15～49 歳女性の既婚状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（注）死別、離別、不詳を除く。 
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（５）小地域（小学校区別）の人口 

①総人口 

小学校区別に人口の推移をみると、20 年前（平成 12 年）と比べて増加している校区は高

田校区、呉崎校区のみとなっており、その他の校区は減少しています。 

増加している高田校区は平成 12 年比で 681 人（11.1％）増、呉崎校区は同 66 人（4.1％）

増となっています。 

減少している校区では、田染校区が最も減少率が大きく、平成 12 年比で 754 人（44.8％）

減となっています。桂陽校区を除くその他校区も、同期間に３割程度減少しています。 

５年ごとの増減率をみると、高田校区は平成 22 年に増加率が低くなったものの、20 年

間継続して増加しています。 

また、呉崎校区は平成 17 年から平成 22 年にかけて増加に転じており、平成 27 年にかけ

てやや増加率が低くなり、令和２年には減少に転じています。 

桂陽校区は、減少傾向が続いているものの、減少率は低くなってきており、令和２年に

は微増に転じています。 

田染校区は平成 22 年まで年々減少率が拡大していましたが、平成 27 年では減少率がや

や下がっています。 

三浦校区、都甲校区、河内校区は平成 22 年から平成 27 年にかけて、大幅に減少率が拡

大していましたが、令和２年には減少率が下がっています。 

 

図表 小学校区の区分 
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図表 小学校区別の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
平成 12 年 

(2000) 
平成 17 年 

(2005) 
平成 22 年 

(2010) 
平成 27 年 

(2015) 
令和 2 年 

(2020) 
増減率 

(20 年間) 
増減率 

(10 年間) 

高田 6,142 6,255 6,269 6,544 6,823 11.1% 8.8% 

桂陽 4,675 4,444 4,320 4,255 4,270 -8.7% -1.2% 

真玉 2,602 2,445 2,243 2,037 1,904 -26.8% -15.1% 

香々地 2,635 2,502 2,262 2,028 1,844 -30.0% -18.5% 

呉崎 1,618 1,592 1,654 1,690 1,684 4.1% 1.8% 

河内 1,713 1,621 1,505 1,305 1,162 -32.2% -22.8% 

都甲 1,479 1,337 1,250 1,105 984 -33.5% -21.3% 

田染 1,684 1,494 1,253 1,065 930 -44.8% -25.8% 

臼野 1,346 1,249 1,126 1,023 927 -31.1% -17.7% 

草地 1,195 1,120 1,027 924 830 -30.5% -19.2% 

三浦 1,117 1,055 997 877 754 -32.5% -24.4% 

計 26,206 25,114 23,906 22,853 22,112     

資料：国勢調査 

（注）日本人・外国人の別「不詳」を含む。 
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図表 小学校区別人口増減率（５年ごと）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
平成 12 年 

(2000) 
平成 17 年 

(2005) 
平成 22 年 

(2010) 
平成 27 年 

(2015) 
令和 2 年 

(2020) 

高田 0.0% 1.8% 0.2% 4.4% 4.3% 

桂陽 -0.6% -4.9% -2.8% -1.5% 0.4% 

真玉 -5.0% -6.0% -8.3% -9.2% -6.5% 

香々地 -6.4% -5.0% -9.6% -10.3% -9.1% 

呉崎 -4.5% -1.6% 3.9% 2.2% -0.4% 

河内 -10.9% -5.4% -7.2% -13.3% -11.0% 

都甲 -9.9% -9.6% -6.5% -11.6% -11.0% 

田染 -4.4% -11.3% -16.1% -15.0% -12.7% 

臼野 -5.6% -6.3% -8.3% -10.0% -9.4% 

草地 -7.1% -7.2% -9.8% -9.1% -10.2% 

三浦 -7.3% -5.6% -5.5% -12.0% -14.0% 

資料：国勢調査 

（注）日本人・外国人の別「不詳」を含む。 
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■中学校

学校名 平成27年 令和２年 令和５年

 高田中学校 351 374 360

 河内中学校 17 11 15

 都甲中学校 51 31 35

 田染中学校 16 13 12

 真玉中学校 63 39 43

 香々地中学校 71 40 40

中学校計 569 508 505

②年齢３区分人口 

年少人口は、高田校区が最も多く、全体の約 40％にあたる 981 人となっています。次に

桂陽校区が 578 人（約 24％）となっています。その他の校区は 10％未満となっており、最

も少ないのは臼野校区で 51 人（約２％）となっています。 

20年間の増減をみると、高田校区は約６％増加していますが、その他は減少しています。

桂陽校区は平成 12 年比で約 18％減、呉崎校区では約 16％減となっていますが、その他の

校区は、概ね半数以下になっています。 

また、平成 27 年から令和５年までの 10 年間の児童・生徒数の推移をみると、桂陽小学

校、河内小学校、都甲小学校、田染小学校、真玉小学校、高田中学校は、児童・生徒数が増

加しています。その他の小・中学校については、児童・生徒数が減っていますが、穏やか

な減少傾向になっています。 

生産年齢人口についても、高田校区が 3,794 人（全体の約 34％）で最も多く、次いで桂

陽校区が 2,327 人（約 21％）となっています。その他は 10％未満となっています。 

平成 12 年との比較では、高田校区は約２％増加していますが、その他の校区は減少して

おり、田染地区は、半数以下となっています。 

老年人口も、高田校区が 1,975 人（全体の約 23％）で最も多く、次いで桂陽校区 1,334

人（約 16％）、香々地校区 957 人（約 11％）、真玉校区 878 人（約 10％）となっています。 

平成 12 年との比較では、都甲校区、草地校区、田染校区、真玉校区、臼野校区、三浦校

区で減少しています。その他の校区では増加しており、特に高田校区では約 33％増、呉崎

校区では約 32％増と大幅に増加しています。校区別の構成比の推移をみると、高田校区、

桂陽校区、呉崎校区の構成比が高くなってきており、施設等への入居等でこうした校区に

高齢者の集まっている状況がうかがえます。 

 

図表 児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 
資料：豊後高田市教育委員会調べ 

 

■小学校

学校名 平成27年 令和２年 令和５年

 高田小学校 368 371 348

 桂陽小学校 260 261 319

 河内小学校 28 28 32

 都甲小学校 38 50 49

 草地小学校 34 32 21

 呉崎小学校 60 49 44

 田染小学校 20 28 28

 真玉小学校 93 100 100

 臼野小学校 13 8 11

 三浦小学校 31 16 13

 香々地小学校 73 56 55

小学校計 1,018 999 1,020
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図 小学校区別年齢３区分人口の推移 

 
資料：国勢調査 
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表 老年人口の校区別構成比の推移 

 
資料：国勢調査 
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③男女別人口 

校区別に男女別人口をみると、各校区ともに女性の人口が男性を上回っています。各校

区とも男女別人口が総人口と連動しており、特異な動きは見られません。 

 

図 小学校区別男女別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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④人口分布 

過去 15 年間の人口分布の状況を「統計地理情報システム」の 500m メッシュデータでみ

ると、高田校区や桂陽校区は常に人口密度が高く、その中でも中心市街地周辺は特に集積

が進んでいる状況です。また、国道 213 号線沿いの旧真玉町中心部や旧香々地町中心部も

周辺部よりも高くなっています。一方で、田染校区や香々地校区などでは平成 12 年から令

和２年にかけて人口密度の高いメッシュが減っており、人口が減少していることがうかが

えます。 

 

図表 人口分布（人口総数, 500m メッシュ） 

        【平成 17 年】               【平成 22 年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        【平成 27 年】               【令和２年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「統計地理情報システム」（「地図で見る統計」により、国土地理院白地図を利用して作成） 
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 参考までに、６歳未満の子どものいる世帯、単身高齢者世帯の分布をメッシュデータで

みると、いずれも人口の進んでいる市の中心部でその密度が高くなっています。 

 

図表 ６歳未満の子どものいる世帯、単身高齢者世帯の分布（令和２年、500m メッシュ） 

【６歳未満の子どものいる世帯】        【単身高齢者世帯】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「統計地理情報システム」（「地図で見る統計」により、国土地理院白地図を利用して作成） 
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（６）就業者数 

①就業者総数 

就業者総数は、昭和 55 年から減少傾向が続き、令和２年には 10,132 人となっています。

平成 12 年からの 20 年間で約 18％、平成 22 年からの 10 年間で約５％減少しています。 

 

図表 就業者総数の推移（国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

資料：国勢調査 

 

②就業者数（農・林・漁業に属する個人経営の事業所及び公営従事者除く） 

センサス調査による就業者数（農・林・漁業及び公営従事者除く）は、これまで減少傾

向にありましたが、令和３年には増加し、8,968 人となっています。 

 

図表 就業者総数の推移（センサス調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：事業所・企業統計調査(平成 18 年)、経済センサス基礎調査(平成 21 年、平成 26 年) 、 

経済センサス活動調査(平成 24 年、平成 28 年、令和３年) 

  （注）「事業所・企業統計調査(平成 18 年)」では、農業、林業、漁業に属する個人経営の事業所は含まない。また、「経済センサス

－活動調査（平成 24 年、平成 28 年、令和３年）」では、公営事業所を調査対象としていないため、公営事業所を含まない。   
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③事業所数（農・林・漁業に属する個人経営の事業所及び公営従事者除く） 

センサス調査による事業所数についても全体的に減少傾向にあり、平成 18 年時点から約

200 事業所（約 16%）減少し、令和３年時点で約 1,100 事業所となっています。 

 

図 事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事業所・企業統計調査(平成 18 年)、経済センサス基礎調査(平成 21 年、平成 26 年、令和元年) 、 

経済センサス活動調査(平成 24 年、平成 28 年、令和３年) 

  （注）「事業所・企業統計調査(平成 18 年)」では、農業、林業、漁業に属する個人経営の事業所は含まない。また、「経済センサス

－活動調査（平成 24 年、平成 28 年、令和３年）」では、公営事業所を調査対象としていないため、公営事業所を含まない。   
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【経済センサス調査とは】 

経済センサスは、事業所及び企業の経済活動の状態を明らかにし、我が国における包括的な産業構造を明らかにする

とともに、事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備することを目的としています。 

  経済センサスは、事業所・企業の基本的構造を明らかにする「経済センサス‐基礎調査」と事業所・企業の経済活動の

状況を明らかにする「経済センサス‐活動調査」の二つから成り立っています。 

 なお、事業所・企業統計調査は、平成 21 年から経済センサス調査に統合されています。 
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④産業３分類別就業者数 

産業３分類別の就業者数の構成比をみると、昭和 60 年には第３次産業、第１次産業、第

２次産業の順で就業者が多かったものが、平成２年には、第２次産業が第１次産業を上回

り、現在まで第３次産業、第２次産業、第１次産業の順で就業者が多くなっています。 

令和２年時点の第１次産業従事者数は、全就業者数の約 14％にあたる約 1,405 人、第２

次産業は約 29％の 2,870 人、第３次産業は約 56％の約 5,521 人となっています。 

 

図 産業３分類別就業者数と構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（国勢調査を基に産業分類ごとに市で集計） 

  （注）全就業者数（事業内容等不詳を含む）で構成比を計算しているため、合計が 100%とはならない場合がある。 
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⑤産業３分類別事業所数（農・林・漁業に属する個人経営の事業所及び公営従事者除く） 

センサス調査による事業所数は、令和３年時点で第１次産業事業所は全事業所数の約

６％にあたる 60 事業所、第２次産業は約 17％の 183 事業所、第３次産業は約 78％の 853

事業所となっています。９年前の平成 24 年と比較すると、第１次産業従事者が 18 事業所

増加、第２次産業は 15 事業所減少、第３次産業は 99 事業所減少しています。 

 

図 産業３分類別事業所数と構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事業所・企業統計調査(平成 18 年)、経済センサス基礎調査(平成 21 年、平成 26 年) 、 

経済センサス活動調査(平成 24 年、平成 28 年、令和３年) （※以上の資料を基に産業分類ごとに集計） 

  （注）「事業所・企業統計調査(平成 18 年)」では、農業、林業、漁業に属する個人経営の事業所は含まない。また、「経済センサス

－活動調査（平成 24 年、平成 28 年）」では、公営事業所を調査対象としていないため、公営事業所を含まない。   
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⑥産業大分類別就業者数 

センサス調査による産業大分類別就業者数をみると、令和３年時点で最も就業者が多い

のは製造業（2,761 人、約 31％）で、次いで医療・福祉（1,594 人、約 18％）、卸売・小売

業（1,531 人、約 17％）と続きます。各分類別に 15 年間の推移をみると、製造業や医療・

福祉は増加している一方、建設業や運輸業、卸売り・小売業などは減少しています。 

 

図表 産業大分類別就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事業所・企業統計調査(平成 18 年)、経済センサス基礎調査(平成 21 年、平成 26 年) 、 

経済センサス活動調査(平成 24 年、平成 28 年、令和３年) （※以上の資料を基に産業分類ごとに集計） 

  （注）「事業所・企業統計調査(平成 18 年)」では、農業、林業、漁業に属する個人経営の事業所は含まない。また、「経済センサス

－活動調査（平成 24 年、平成 28 年）」では、公営事業所を調査対象としていないため、公営事業所を含まない。  
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平成21年
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平成24年
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平成26年
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平成28年

(2016)

令和3年

(2021)

（人）

平成18年
(2006)

平成21年
(2009)

平成24年
(2012)

平成26年
(2014)

平成28年
(2016)

令和3年
(2021)

農林漁業 78 361 362 377 246 482

建設業 1,223 890 863 749 689 641

製造業 1,615 2,142 2,094 2,288 2,293 2,761

電気・ガス・熱供給・水道業 21 0 0 12 3 26

情報通信業 34 36 36 43 33 45

運輸業 378 231 216 139 158 232

卸売・小売業 1,986 1,966 1,849 1,678 1,646 1,531

金融・保険業 186 184 142 140 142 111

不動産業 61 119 98 82 80 88

宿泊・飲食サービス業 504 575 671 700 589 549

生活関連サービス・娯楽業 318 348 266 275 229

教育，学習支援業 422 75 90 424 78 57

医療，福祉 1,313 1,342 1,413 1,573 1,544 1,594

複合サービス事業 288 131 95 117 93 95
サービス業（他に分類されないもの） 1,135 755 656 742 744 527



第１章 豊後高田市の人口の動向 

41 

 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

資
料
編 

⑦産業大分類別事業所数 

センサス調査による産業大分類別事業所数をみると、令和３年時点で最も多いのはサー

ビス業（他に分類されないもの）（268 事業所、約 24％）で、次いで卸売・小売業（265 事

業所、約 24％）、宿泊・飲食サービス業（127 事業所、約 12％）と続きます。各分類別に 15

年間の推移をみると、農林漁業や医療・福祉は微増となっていますが、その他は減少傾向

の産業が多く、特に卸売・小売業は大きく減っています。 

 

図表 産業大分類別事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事業所・企業統計調査(平成 18 年)、経済センサス基礎調査(平成 21 年、平成 26 年) 、 

経済センサス活動調査(平成 24 年、平成 28 年、令和３年) （※以上の資料を基に産業分類ごとに集計） 
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（事業所）

平成18年
(2006)

平成21年
(2009)

平成24年
(2012)

平成26年
(2014)

平成28年
(2016)

令和3年
(2021)

農林漁業 8 40 42 45 43 60

建設業 130 115 109 103 92 95

製造業 90 95 89 99 94 88

電気・ガス・熱供給・水道業 5 1 1 2 1 5

情報通信業 3 5 5 8 6 8

運輸業 21 23 18 15 14 16

卸売・小売業 422 383 353 310 307 265

金融・保険業 17 16 14 14 13 11

不動産業 30 43 41 37 35 33

宿泊・飲食サービス業 138 137 133 133 131 127

教育，学習支援業 58 22 25 46 22 19

医療，福祉 71 64 65 75 74 83

複合サービス事業 23 21 19 22 19 18
サービス業（他に分類されないもの） 290 289 278 279 266 268
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（７）人口移動（転入・転出） 

①転入・転出 

５年前からの人口移動を地域別にみると、転入、転出ともに福岡県を除く県外が最も多

くなっています。県外では福岡県が多く、転入、転出とも 200 人を超えています。 

県内市町では、転入は宇佐市が 300 人を超えて最も多く、次いで大分市、中津市が続い

ています。転出は大分市が 300 人超で最も多く、次いで宇佐市、中津市が続いています。 

平成 27 年との比較では、福岡県からの転入が増えているほか、大分市への転出が増えて

います。 

図表 転入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

 

図表 転出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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②純移動 

転入から転出を引いた純移動では、やはり福岡県を除く県外が多く、次いで宇佐市、福

岡県などが続いています。 

平成 27 年調査に比べると、福岡県、周辺市からの転入超過が増えています。 

 

図表 純移動（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

 

図表 純移動（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（８）通勤・通学状況 

①昼夜間人口 

夜間人口、昼間人口ともに減少傾向にあり、夜間人口は平成 12 年時点から 20 年間で約

4,100 人、昼間人口は約 3,500 人減少しています。 

昼夜間人口比率（夜間人口に対する昼間人口の割合）をみると、年々上がってきており、

平成 27 年以降は 100％を超え、昼間の通勤等での市外から流入している方が増えてきてい

る状況がうかがえます。 

 

図 昼夜間人口と昼夜間人口比率の推移 

 
資料：国勢調査 

  （注）労働力状態「不詳」を含む。夜間人口には、従業地・通学地「不詳」を含む。 

昼間人口には、従業・通学市区町村「不詳・外国」及び従業地・通学地「不詳」で，当地に常住している者を含む。 
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②通勤流出入状況 

通勤者の流出入数は、平成 12 年時点では流出が約 140 人多い状況でしたが、平成 17 年

時点ではその差が縮まり、平成 22 年には流入が流出を上回りました。さらに、平成 27 年、

令和２年にはその差が大きくなり、令和２年には流入超過が 400 人近くになっています。 

市外への通勤者（通勤流出数）は平成 22 年まで年々増加していましたが、平成 27 年以

降は微減となり、令和２年では 2,432 人となっています。流出先は、宇佐市が最も多く、

約 56％を占めます。その他では、中津市や国東市、杵築市などとなっています。 

一方、市外からの通勤者（通勤流入数）は増加傾向が続いていましたが、令和２年には

130 人ほど減少し、2,827 人となりました。流入元としては、宇佐市が最も多く、約 63％を

占めています。その他では、国東市、杵築市、中津市などとなっています。 

 

図 通勤者流出入数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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図表 通勤者流出先別流出数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

  （注）従業地・通学地「不詳」、従業・通学市区町村「不詳・外国」を除く。 

 

 

図表 通勤者流入元別流入数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  （注）従業地・通学地「不詳」、従業・通学市区町村「不詳・外国」を除く。 
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③通学流出入状況 

通学者の流出入数は、流出の方が多く、令和２年で約 200 人の流出超となっています。

市外への通学者（通学流出数）は、令和２年で概ね 250 人前後となっています。通学先は、

大分市（約 21％）、宇佐市（約 17％）、別府市（約 11％）、中津市（約 10％）などが比較的

多くなっています。 

一方、市外からの通学者（通学流入数）は、これまで減少傾向が続いていましたが、令

和２年には 49 人と増加に転じています。流入元としては、宇佐市が最も多く、約 61%を占

めています。 

 

図表 通学者流入出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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図表 通学者通学先別流出数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  （注）従業地・通学地「不詳」、従業・通学市区町村「不詳・外国」を除く。 

 

 

図表 通学者流入元別流入数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

  （注）従業地・通学地「不詳」、従業・通学市区町村「不詳・外国」を除く。 
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第２期人口ビジョン

社人研推計(2023.12)

社人研推計(2018.3)

（人）
【H22国勢調査実績】 23,906人

【H27国勢調査実績】 22,853人

【R2国勢調査実績】 22,112人

【人口ビジョン目標】

17,266人

【2023年社人研推計】

14,219人

【2018年社人研推計】

12,845人

第２章 人口ビジョンの達成状況 
 

１ 総人口 

第２期人口ビジョンの令和２年時点の目標人口は 21,904 人でしたが、実際の国勢調査

の実績は 22,112 人で、目標人口を 208 人上回りました。また、平成 27 年国勢調査に基づ

く国（社人研）の推計では 2060 年に 12,845 人になると推計されていましたが、令和２年

国勢調査に基づく国（社人研）の推計では、2060 年に 14,219 人と、推計値が上向きに改

善されるなど、人口減少対策の効果と考えられる状況が見られます。 

 

図表 第２期人口ビジョンの目標値と実績値、社人研推計値の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

資料：国勢調査、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

【改善】 
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２ 人口の変化要因の分析 

（１）出生数及び死亡数 

出生数は毎年 110～170 人程度、死亡数は概ね 330～430 人程度で推移しており、その結

果、毎年死亡数が出生数を上回る自然減が続いています。 
 

図表 出生数及び死亡数の推移 

 
資料：住民基本台帳 

 

（２）合計特殊出生率 

出生数は、令和３年に 170 人まで伸びた後、令和４年 120 人、令和５年 106 人になって

います。合計特殊出生率は、平成 29 年に 1.80 になった後、1.6 前後で推移していました

が、令和５年（平成 31 年～令和５年の平均値）には、1.43 となっています。 
 

図 出生数と合計特殊出生率の推移 

 

資料：出生数は「住民基本台帳」、合計特殊出生率は大分県「人口動態総覧・市町村別」 

（注）合計特殊出生率は 15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が一生の間に生むとし 

たときの子どもの数に相当する。数値は、その年次を含む前５年間の平均値である。 
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（３）転入者数及び転出者数 

転入者数は、令和３年までは概ね 800 人台で推移していましたが、令和４年に 1,100 人、

令和５年に 1,065 人、令和６年に 1,018 人と増加しています。一方、転出者数は 700～900 人

程度で推移しています。 

平成 26 年以降、11 年連続して転入が転出を上回る社会増で推移しています。 
  

図表 転入者数及び転出者数の推移 

 
 資料：住民基本台帳  

 

（４）男女別・年齢別の転出入 

令和元年と令和５年の年齢別の転出入をみると、子どもや子育て世代を中心に転入が

転出を上回り、また、15～24 歳、70～79 歳で令和元年には転出超過だったものが、令和

５年には転入超過に転じています。 
 

図表 年齢別転入者数及び転出者数（令和元年、令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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図表 男女別年齢別転入者数及び転出者数 

【令和元年】 

 

 

【令和５年】 

 
資料：住民基本台帳人口移動報告 

 

 

 

転入者 転出者 社会増減 転入者 転出者 社会増減 転入者 転出者 社会増減
総数 822 -731 91 397 -380 17 425 -351 74

0歳～4歳 56 -43 13 33 -28 5 23 -15 8
5歳～9歳 31 -29 2 19 -17 2 12 -12 0
10歳～14歳 19 -17 2 13 -9 4 6 -8 -2
15歳～19歳 51 -54 -3 27 -33 -6 24 -21 3
20歳～24歳 129 -141 -12 52 -68 -16 77 -73 4
25歳～29歳 140 -111 29 58 -58 0 82 -53 29
30歳～34歳 95 -67 28 36 -29 7 59 -38 21
35歳～39歳 81 -66 15 29 -35 -6 52 -31 21
40歳～44歳 51 -36 15 22 -19 3 29 -17 12
45歳～49歳 41 -33 8 30 -19 11 11 -14 -3
50歳～54歳 31 -25 6 20 -15 5 11 -10 1
55歳～59歳 29 -19 10 19 -14 5 10 -5 5
60歳～64歳 20 -16 4 13 -11 2 7 -5 2
65歳～69歳 19 -16 3 13 -8 5 6 -8 -2
70歳～74歳 8 -10 -2 7 -4 3 1 -6 -5
75歳～79歳 3 -12 -9 2 -4 -2 1 -8 -7
80歳～84歳 5 -7 -2 1 -2 -1 4 -5 -1
85歳～89歳 9 -17 -8 3 -5 -2 6 -12 -6
90歳以上 4 -12 -8 0 -2 -2 4 -10 -6

男性 女性総数

転入者 転出者 社会増減 転入者 転出者 社会増減 転入者 転出者 社会増減
総数 902 -795 107 434 -374 60 468 -421 47

0歳～4歳 42 -40 2 25 -24 1 17 -16 1
5歳～9歳 25 -20 5 10 -7 3 15 -13 2
10歳～14歳 19 -13 6 9 -4 5 10 -9 1
15歳～19歳 52 -49 3 15 -21 -6 37 -28 9
20歳～24歳 178 -177 1 85 -71 14 93 -106 -13
25歳～29歳 158 -131 27 71 -55 16 87 -76 11
30歳～34歳 116 -80 36 57 -42 15 59 -38 21
35歳～39歳 63 -66 -3 34 -32 2 29 -34 -5
40歳～44歳 55 -54 1 26 -35 -9 29 -19 10
45歳～49歳 47 -42 5 19 -27 -8 28 -15 13
50歳～54歳 33 -28 5 23 -21 2 10 -7 3
55歳～59歳 31 -16 15 16 -8 8 15 -8 7
60歳～64歳 33 -22 11 19 -13 6 14 -9 5
65歳～69歳 15 -12 3 11 -5 6 4 -7 -3
70歳～74歳 12 -10 2 7 -2 5 5 -8 -3
75歳～79歳 6 -3 3 3 -2 1 3 -1 2
80歳～84歳 5 -11 -6 1 -2 -1 4 -9 -5
85歳～89歳 10 -12 -2 3 -2 1 7 -10 -3
90歳以上 2 -9 -7 0 -1 -1 2 -8 -6

男性 女性総数
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（５）外国人人口 

外国人人口は年々増加しており、平成 25 年の 298 人から令和５年には 913 人になり、10

年間で約３倍に増加しています。 
 

図表 外国人人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

（注）各年度末時点 

 

（６）移住状況 

直近 10 年間の移住状況をみると、移住者数はここ数年では 300 人前後で推移していま

す。 
 

図 移住者数及び移住世帯数の推移 

 
資料：豊後高田市 

（注）数値は、移住支援事業を活用して豊後高田市に転入した人数  
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（７）人口増減に与える自然増減、社会増減の影響 

直近 10 年間の自然増減、社会増減をみると、自然減が増加する傾向にありますが、社会

増も増加傾向が継続しています。 

総じて、本市の総人口は、自然減による人口減少を社会増の効果により食い止めている

状況にあります。 

 

図 自然増減と社会増減の関係 

 

資料：住民基本台帳 
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（８）人口ビジョンの個別目標値の達成状況 

平均寿命は、県内トップには届いていませんが、その差は徐々に縮まりつつあります。

出生率は上昇傾向にありますが、2030 年の目標値までは達していません。純移動率は流

入増に転じて目標値を大幅に上回っています。 

 

 

①平均寿命（生残率1）・・・【目標】平均寿命を県下最高水準に改善 

 

 

 

 

 

 

②出生率・・・【目標】大分県目標値に改善（2030 年 2.0、2040 年以降 2.3） 

 

 

 

 

 

 

③社会移動（純移動率2）・・・【目標】20～40 代のゆるやかな流入増 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                  

1 生残率：ある年齢（ｘ歳）の人口が、5 年後の年齢（x+5 歳）になるまで生き残る確率 

2 純移動率：ある地域人口に対する他地域間との転入超過数の割合 

西暦（年） 
2010 年 

実績 

2015 年 

実績 

2020 年 

実績 

2022 年 

実績 

2023 年 

実績 

合計特殊 

出生率 

1.61 
(2006-2010) 

1.55 
(2011-2015) 

1.59 
(2016-2020) 

1.75 
(2018-2022) 

1.43 
（2019-2023） 

平成27年
(2015)

平成28年
(2016)

平成29年
(2017)

平成30年
(2018)

令和元年
(2019)

令和２年
(2020)

令和３年
(2021)

令和４年
(2022)

令和5年
(2023)

人口 6,813 6,782 6,710 6,721 6,636 6,554 6,435 6,435 6,439

社会増減数 -32 -46 4 55 83 14 70 127 67
移動率 -0.47% -0.68% 0.06% 0.82% 1.25% 0.21% 1.09% 1.97% 1.04%

H27年との差 － -0.21% 0.53% 1.29% 1.72% 0.68% 1.56% 2.44% 1.51%

20～49歳

平成20
　　　～24

平成21
　　　～25

平成22
　　　～26

平成23
　　　～27

平成24
　　　～28

平成25
　　　～29

平成26
　　　～30

平成27
～令和元

平成28
～令和2年

平成29
～令和3年

平成30
～令和4年

男性 78.77 79.02 79.11 80.00 80.23 79.77 80.34 80.79 80.57 80.88 81.45

女性 85.67 86.4 86.15 86.82 86.54 86.25 86.61 87.21 87.77 88.24 88.21

男性 大分80.54 姫島81.25 姫島81.47 姫島83.47 姫島82.85 姫島84.20 由布82.07 由布82.10 杵築82.30 豊後大野 82.46大分 82.42

女性 玖珠87.00 九重87.27 九重88.26 九重88.69 姫島88.76 姫島89.29 姫島89.32 姫島90.22 姫島89.88 姫島89.77 姫島89.41

豊後高田市

県内トップ
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（９）自然増減・社会増減の要因 

■自然増の要因 

・出生数は、毎年 110～170 人程度でほぼ横ばい 

・15～49 歳の女性人口は、減少傾向だったが、ここ５年は 3,600 人前後で安定 

・15～49 歳の女性の既婚者数は減少し、既婚率はここ 15 年ほど 54％台で安定 

・合計特殊出生率は、2013 年に 1.48 まで減少したが、その後は上昇傾向に転じ、2022 年

（2018 年～2022 年の出生率の平均値）に県内で３番目に高い 1.75 
 

 

 

図表 出生数と合計特殊出生率の推移 

 

資料：出生数は住民基本台帳、合計特殊出生率は大分県「人口動態総覧・市町村別」 

 

図表 15～49 歳の女性人口の推移 

 

資料：住民基本台帳 

 

⇒15〜49歳⼥性の⼈⼝が減少している中、出⽣数はここ数年で若⼲減少している
⼀⽅で、合計特殊出⽣率は近年上昇していたが、R5 年は 1.43 となっている。 
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図 15～49 歳の女性の既婚状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2,662

2,254

1,880
1,760 1,718

1,660
1,544 1,598 1,490 1,409

61.6%
59.3%

54.1% 54.2% 54.9%

38.4%
40.7%

45.9% 45.8% 45.1%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

令和2年

(2020)

既婚（有配偶）者 未婚者 既婚（有配偶）率（右目盛） 未婚率（右目盛）

（人）



第２章 人口ビジョンの達成状況 

58 

 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

資
料
編 

■自然減の要因 

・死亡数は、概ね 400 人前後で推移 

・老年人口の増加が頭打ちになる中で、85 歳以上の割合が上昇 

・団塊の世代(S22～S24 生)が高齢化し、前期高齢者の人数が増加 

・10 年前に比べて、平均寿命は２歳以上、健康寿命は男女ともに３歳以上の延び 
 

 

 

図 死亡数の推移 

 

資料：住民基本台帳 
 

図 老年人口の年齢階層別内訳の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 平均寿命・健康寿命の推移 

 

 

 

 

資料：大分県「数字で見る大分県の保健・福祉」 

⇒85 歳以上の高齢者や 75 歳未満の前期高齢者の⼈⼝が増えてきている中で、 
平均寿命や健康寿命が延びてきており、死亡数はほぼ横ばいで推移している。 
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■社会増の要因 

・転入数は、概ね 800 人台で推移してきたが、令和４～６年は 1,000 人台と増加 

・年齢別では、男女とも 20～30 歳代といった比較的若い年齢層の転入が多数 

・外国人人口は、年々増加し、令和５年には総人口の 4.2％にあたる 913 人 

・移住状況は、移住者数、移住世帯数ともに増加基調。令和４年度には 140 世帯、302 人 
 

 

 

図 転入者数の推移          図 年齢別男女別転入者数(令和５年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳                                  資料：住民基本台帳人口移動報告 

 

図 外国人人口の推移        図 移住者数・移住世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳                    （注）数値は、移住支援事業を活用して豊後高田市に転入した人数 

（注）各年度末時点 

 

 

 

  

⇒大学等卒業後の U ターンやファミリー層の移住、定年退職年齢前後の流⼊、外国⼈ 
技能実習⽣の流⼊などによって、毎年⼀定数の転⼊が⽣じている。 
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■社会減の要因 

・転出者数は、平成 26 年(2014)には 731 人であったものが、令和６年（2024）には 942 人へと増

加しており、転出率を見ても、同期間に 3.0％から 4.3％へと上昇 

・年齢別では、男女とも 20～30 歳代といった比較的若い年齢層の転出が多い 
 

 

 

図 転出数及び転出率の推移 

 

資料：住民基本台帳 

 

図 年齢別男女別転出者数(令和５年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

  

⇒転出数は漸増傾向にあり、転出率も上昇傾向にある。 
年齢別では、20〜30 歳代の⽐較的若い年齢層の転出が多い。 
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第３章 人口問題に取り組む意義 

第２期人口ビジョンにおける令和２年の目標人口は、同年の国勢調査でクリアしており、

本市の人口減少対策、少子高齢化対策が有効であったことがうかがえる結果となっていま

すが、出生率は人口が維持される水準に達しておらず、直近の出生数の実績が減少してい

ることからも、今後もより一層少子化対策に注力していく必要があります。 

全国的に進む少子化の流れ等を踏まえ、人口減少が地域に及ぼす影響などを整理します。 

 

１ 将来人口の見通し 

国（社人研）の推計（令和２年国勢調査ベース、令和５年 12 月推計）によると、生残率

の上昇や合計特殊出生率の上昇という自然増に寄与する要因、幼年期、青年期、定年退職

年齢前後の流入という社会増に寄与する要因もあり、本市の総人口は、平成 27 年国勢調査

ベースの推計よりも、減少スピードが穏やかになっています。ただ、人口自体は将来的に

も減少が見込まれており、10 年後の令和 12 年に令和２年時点の 90％、20 年後の令和 22 年

に同じく 81％、30 年後の令和 32 年に同じく 72％まで減少し、約 15,900 人となると推計

されています。 

年齢３区分ごとにみると、年少人口、生産年齢人口だけでなく、老年人口についても減

少が見込まれています。年少人口、生産年齢人口、老年人口は、令和２年から 10 年後の令

和 12年で令和２年時点のそれぞれ 82％、90％、93％に、20年後の令和 22年に同じく 70％、

80％、84％に、30 年後の令和 32 年には同じく 60％、70％、78％まで減少し、それぞれ約

1,500 人、7,700 人、6,700 人となる見込みとされています。 

 

図表 本市の将来人口推計結果（年齢３区分別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年）、 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年 12 月推計）」（令和７～32 年）、 

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「人口動向分析・将来人口推計のための基礎データ等」（パターン１） 

を用いて算出した推計値（令和 37～52 年） 
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65 歳以上の老年人口の推計値について詳しく見ると、今後は徐々に減少ペースを速めて

いく見込みとなっています。また、老年人口の年齢階層別の構成比をみると、65～74 歳の

前期高齢者は当面その割合が低下していく一方、介護ニーズの高まる 75～84 歳、さらには

85 歳以上の割合が高くなる傾向が続き、さらに超高齢社会が進行する見込みです。 

 

図表 本市の老年人口の年齢階層別推計結果 

【人口】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢階層別構成比】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年）、 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年 12 月推計）」（令和７～32 年）、 

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「人口動向分析・将来人口推計のための基礎データ等」 

(パターン１)を用いて算出した推計値（令和 37～52 年） 
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２ 人口減少が地域に及ぼす影響 

今後の人口の変化（減少）は、地域社会の活力や地域産業、行政サービスや行財政など

に影響を及ぼし、以下のような様々な問題が生じることが懸念されます。 

 

影響要因 地域の将来への影響 

総人口の 

減少 

地域社会 

・総人口の減少により、自治体そのものの消滅が懸念される。 

・総人口の減少により、購買力の低下や地域の自治力といった地域活力の低下、

空家・空き地の増加などの土地の保全に関する問題の拡大などが懸念される。 

地域産業 

・購買力の低下は、地域の商業機能の低下を誘引し、卸売・小売業のさらなる事

業所・売上減少につながる懸念がある（次頁参考）。 

・建設業や運輸業、不動産業などの都市インフラにかかる産業や飲食業などのサ

ービス業の低迷を加速させる懸念がある。 

公的 

サービス 

・過疎化が進むことで、行政・医療・福祉・教育・文化・スポーツ等の施設の集

約化が進み、各施設までのアクセスの確保が必要になるとともに、移動サービ

スに係る費用が増大する懸念がある。 

財政 

・地域産業の低下による法人税の減少や人口減少による所得税等の市民税の減

少や資産価値の下落による固定資産税の減少などの税収入の縮小によって財

政縮小を余儀なくされる懸念がある。 

・老年人口の減少により、医療福祉費は減少するが、一方で公的施設等の集約統

合が進み、移動サービス等にかかる費用が増大する懸念がある。 

年少人口の

減少 

教育 

・年少人口の減少によって、小中学校の統廃合が進み、遠距離通学等が生じる。 

・クラス当たりの生徒数の減少により、教育時間を確保することができる一方、

学力、スポーツ、文化など教育分野での競争意欲が低下する懸念もある。 

地域社会 

・地域における子どもの減少は、祭りなどの行事や地域防災などの自治活動など

様々な分野での地域の活力の低下を招く懸念がある。 

・文化や芸能、産業などの伝承の面でも担い手不足が深刻化する懸念がある。 

生産年齢 

人口の減少 

地域産業 

・生産年齢人口の減少によって、購買量そのものが減少し、働き手となる生産活

動においても生産量が減少するほか、業種全体で働き手が不足し、業種によっ

ては廃業なども発生する可能性がある。 

地域社会 

・地域自治を主として担う生産年齢層の減少は、祭りなどの行事、地域防災活動、

文化活動、芸能活動などの取り組み要員の減少につながり、各々の活動が衰退

する懸念がある。 

財政 
・購買力、生産力の低下は、事業者の事業活動の縮小等につながり、法人税、市

民税、固定資産税の減少を誘引する懸念がある。 

後期高齢者

の増加 

公的 

サービス 

・介護を必要とする高齢者が増え、高度な介護を必要とする介護施設が不足する

ことが想定される。 

・高齢化率は、令和２年から 10 年後に 40％、20 年後に 41％、30 年後に 42%と上昇

していく見込みで、各種施設におけるバリアフリー対応の必要性が増すことが想定

される。 
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＜参考＞人口減少による市民の購買力の低下の試算 

 

（１）令和５年（2023 年）の１世帯当たり家計消費支出額（月平均） 

  

 

 

 

資料：総務省「家計調査報告」 

※試算の基となる家計消費支出額は、2023 年の大分県の家計調査市町村である日田市の数値を採用 

（２）令和２年度（2020 年度）１人当たり市民所得（年間） 

 

 

資料：大分県「令和２年度市町村民経済計算」 

 

（３）令和５年（2023 年）豊後高田市民の１世帯当たり消費支出額推計値（月額） 

  

 

 

 
資料：総務省「家計調査報告」 

 

（４）令和５年（2023 年）豊後高田市民消費支出額推計値（年間） 

 

 

（５）豊後高田市民消費支出額（購買力）将来推計値（年間） 

 

 

  

日田市(b) 豊後高田市(c) 補正係数(d=c/b)

１人当たり市民所得 2,479千円 2,137千円 0.862

全国 日田市(a)

総世帯(①) 247,322円

2人以上世帯(②) 293,997円 239,868円

豊後高田市

２人以上世帯 206,776円 …e=a×d

総世帯 173,948円 …f=e×①／②

社人研
推計人口(人)

総消費支出額
推計値(百万円)

 令和2年(2020) 22,112 23,140

 令和7年(2025) 21,038 22,016

 令和12年(2030) 19,926 20,852

 令和17年(2035) 18,866 19,743

 令和22年(2040) 17,853 18,683

 令和27年(2045) 16,850 17,633

 令和32年(2050) 15,895 16,634

 令和37年(2055) 15,076 15,777

 令和42年(2060) 14,219 14,880
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これまでに整理してきた、現ビジョンでの成果と今後も進行する人口減少が及ぼす影響

を踏まえ、第３期人口ビジョンにおける課題を整理します。 

 

平均寿命 

現状 

第２期人口ビジョンの目標（平均寿命が県下最高水準に改

善）に対し、徐々に改善しており、最高水準の寿命との差

は着実に縮小している。 

課題 

健康寿命延伸の取り組み 大強化 
・70 歳以上の人口が目標を下回っている。健康寿命の延

伸に向けて、運動や健康な食事、介護予防、地域での
生きがいづくりなどに一層取り組むことが求められ
る。 

出生率 

現状 

第２期人口ビジョンの目標（2030 年に 2.0、2040 年以降に

2.3 に改善）に対し、直近は伸び悩んでいる。また、全国

的に出生率の低下傾向が止まらない。 

課題 

子育て支援施策の継続とさらなる充実 
・結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援の継続と

さらなる充実による出生率の改善が必要 
・全国的な出生率の低下傾向を踏まえ、目標水準の見直

しも必要 

社会移動 

現状 
第２期人口ビジョンの目標（移動率が 1.1 ポイント改善）

に対し、現時点では概ね達成 

課題 

移住・定住施策の継続とさらなる充実 
・移住・定住促進策のさらなる推進による継続的な移住・

定住者(Ｕターン)の取り込みが必要 

新たな観光振興策等による交流人口の増 
・新たな観光振興による交流人口増・関係人口増から二

次的な社会増の取り込みが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

66 

 

第４章 人口の将来展望 
人口減少が引き起こす社会問題の発生を極力緩やかにしてその影響を抑制していくため

第２期人口ビジョンを引き継ぎ、「第３期豊後高田市人口ビジョン」（以下、第３期人口ビ

ジョン）を策定します。第３期人口ビジョンでは、第２期人口ビジョンの目標人口を令和

２年に達成したこと、また全国的に少子化がより一層進行している状況等、人口ビジョン

の効果と現在の課題、そして、国の方針や大分県人口ビジョンを踏まえ、第３次豊後高田

市総合計画と第３期豊後高田市まち・ひと・しごと『活力』創生プラン（以下「第３期総

合戦略」という。）と一体的に取り組み目標を達成することとします。 

 

１ 人口ビジョンの方向性 

第２期人口ビジョンに対して、60 歳代までは実績が目標を上回りましが、70 歳以上の高

齢世代では目標を下回りました。 

令和２年時点の人口ビジョン（目標）と令和２年国勢調査（実績）の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３期人口ビジョンでは、結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援を継続させ、合

計特殊出生率の向上を目指す必要があります。また、本市の特徴にもなっている移住・定

住の促進を一層進め、子育て世帯を中心に流入増を目指す必要があります。さらに、自然

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 計

人口ビジョン（Ｒ２年目標） 1,571 1,570 1,600 1,962 2,479 2,373 3,461 6,851 21,867

国勢調査（R２年実績） 1,573 1,633 1,703 2,044 2,547 2,455 3,481 6,676 22,112

目標と実績の差 2 63 103 82 68 82 20 -175 245

【第２期⼈⼝ビジョンの令和２年時点の達成状況】 
○目標を超えている年代：０歳～６９歳 

→全国トップレベルの子育て支援、直接的な移住定住施策や観光振興をはじめとした、市全体
の各分野各施策の総合的な効果で社会増を達成 

○目標を超えていない年代：７０歳以上 
→70 歳以上の高齢層については、社会増の効果が期待できず、健康寿命の改善が必要 
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や文化を活かした観光振興をより強化し、社会増につながる交流人口や関係人口3の拡大を

目指す必要があります。 

加えて、運動や栄養改善などの健康づくり・介護予防や地域での生きがいづくりなどに

一層取り組むことにより、健康寿命の延伸を図り、平均寿命の改善を目指す必要がありま

す。 

また、デジタル社会に対応した取り組みや道路や上下水道などの各インフラ・公共施設

等の長寿命化、地域の支えあいや自主的な取り組みを支援し、安全・安心なまちづくりを

進める必要があります。 

豊後高田市にとっての究極の将来像は『人口増』ですが、現時点では究極の将来像を達

成するまでの見通しまでには至っていません。現状を認識しつつ、将来的な自然増を目指

して、自然減の抑制に注力しつつ、社会増の拡大を図る必要があります。 

 

２ 人口ビジョン  

第３期人口ビジョンの目標値は、大分県の人口ビジョンに準じ出生率を見直しつつ、前

提として、２０６０年人口１７，２６６人の達成に向けて、第１期人口ビジョンを引き継

ぎ設定します。 

 

 目標 現況値 
目標値 

令和 27 年
（2045） 

令和 42 年
（2060） 

平均寿命 
（生残率） 

70 歳以上を県下
最高水準に改善 

男性：81.45 歳 
女性：88.21 歳 
（Ｈ30～Ｒ４平均） 

県下最高水準 県下最高水準 

出生率 
大分県目標値に

改善 
1.43 

（Ｒ１～Ｒ５平均） 
2.07 2.07 

社会移動 
（純移動率） 

20～40 代の 
緩やかな流入増 

1.04% 
（Ｒ５） 

4.35% 
(5 年平均で 1.1 改善) 

7.51% 
(5 年平均で 1.1 改善) 

総人口  
22,112 人 
（Ｒ２） 

18,099 人 17,266 人 

 

図 第３期人口ビジョンの目標値（年齢３区分別の内訳） 

 
R2 国調 

(2020) 

R7 

(2025) 

R12 

(2030) 

R17 

(2035) 

R22 

(2040) 

R27 

(2045) 

R32 

(2050) 

R37 

(2055) 

R42 

(2060) 

年少人口 

(0～14 歳) 
2,436 2,283 2,283 2,365 2,495 2,608 2,654 2,651 2,693 

生産年齢人口 

(15～64 歳) 
11,103 10,030 9,550 9,225 8,790 8,452 8,366 8,587 8,815 

老年人口 

(65 歳以上) 
8,573 8,617 8,214 7,705 7,375 7,039 6,634 6,131 5,757 

再掲  

(0～4 歳) 
745 734 752 789 840 837 806 812 847 

計 22,112 20,930 20,047 19,295 18,660 18,099 17,654 17,369 17,266 

※Ｒ2（2020）は、国勢調査の実績値。計の値には年齢不詳を含む。           （単位：人） 

※端数処理の関係上、計の値と一致しない場合がある。 

                                                  

3 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々を指す言葉 
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【参考:目標値等見直し箇所】 

 第３期人口ビジョン（見直し後） 第２期人口ビジョン（見直し前） 

①平均寿命 

（生残率） 
【平均寿命を県下最高水準に改善】 【平均寿命を県下最高水準に改善】 

②出生率 
【合計特殊出生率を 2033 年に 1.84、

2045 年に 2.07 まで改善（県と同じ）】 

【合計特殊出生率を 2030 年に 2.0、

2040 年以降に 2.3 に改善（県と同じ）】 

③社会移動 

（純移動率） 

【20～40 代の緩やかな流入増】 

（改善率は５年平均で1.1ポイントと設定） 

【20～40 代の緩やかな流入増】 

（改善率は５年で 1.1 ポイントと設定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



企情第 0115009 号 

令和７年１月 15 日 

 

 豊後高田市総合開発審議会 

  会 長  野 田 洋 二  様 

 

 

                 豊後高田市長  佐々木 敏夫 

 

 

   第３次豊後高田市総合計画策定に係る「基本構想（案）、基本計画（案）」

について（諮問） 

 

 

本市における総合的かつ長期的な市政の基本的方向を定める第３次豊後高田

市総合計画の策定にあたり、貴審議会の意見を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和７年２月 14 日 

 

豊後高田市長 佐々木 敏夫 様 

 

 

豊後高田市総合開発審議会 

会 長  野 田 洋 二 

 

 

   第３次豊後高田市総合計画に係る「基本構想（案）、基本計画（案）」につ

いて（答申） 

 

令和７年 1 月 15 日付け企情第 0115009 号で諮問のありました、第３次豊後高

田市総合計画策定に係る「基本構想（案）、基本計画（案）」について、当審議会

において慎重審議した結果、本計画に関する各委員の意見、要望を別紙のとおり

取りまとめましたので、答申致します。 

なお、計画の遂行にあたっては、下記の事項に配慮されますよう要望致します。 

 

記 

 

１．本計画の趣旨や内容をわかりやすい形で市民に周知するとともに計画の推

進にあたって、広く市民の理解と協力を求めること。 

 

２．本計画の実現に向けて、市民と行政との協働によるまちづくりを推進する 

とともに、時代の変化に即応して計画の効果的な実施に努めること。 

 

３．少子高齢化の進展、また財政状況の厳しさが増す中、堅実な行財政運営を 

行うとともに、本市の最重点課題である人口減少問題の克服と地域活性化 

に向けた取り組みを重視した計画の実施に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 



まちづくりに関する市⺠アンケート調査結果（概略）
これまでの取組みや市の現状について、年代別での無作為抽出による調査
及び市公式ＬＩＮＥにより調査を実施（期間：令和７年１⽉〜２⽉）

■回答数
全３１５件
うち無作為抽出212件
うち市公式LINE 100件

■お住まいの地域
高 田 247件（78.4%）
真 玉 32件（11.1%）
香々地 33件（10.2%）

■年代回答数
16歳〜19歳 ６件（2%）
20歳代 12件（2%）
30歳代 46件（12%）
40歳代 27件（18%）
20歳代 68件（22%）
60歳代 62件（20%）
70歳以上 61件（19%）

■豊後高田市は暮らしやすい市だと思
いますか。１〜５の中から該当する
ものを選択してください。

3.普通
104件（33.0％）

4.どちらかといえば
暮らしにくい
37件（11.7％）

5.暮らしにくい
8件（2.5％）

1.暮らしやすい
65件（20.6％）

2.どちらかといえば
暮らしやすい
101件（32.0％）

■あなたにとって「暮らしやすさ」を考えるう
えで、大切なことはどのようなことですか。
該当するものを５つまで選択してください。



■あなたが10年後を見据えて、今後、豊後高田市に期待する行政分野はどのような
ことですか。該当するものを５つまで選択してください。

■現在、あなたは生活にどの
程度満足していますか。
該当する点数を選択してく
ださい。

10点：非常に満足している
５点：普通
０点：全く満足していない

９〜10点
27件（8.6％）

6〜8点
143件（45.4％）5点【普通】

98件（31.1％）

2〜4点
40件（12.7％）

0〜1点
7件（2.2％）



■市のまちづくりに関するご意見等について（抜粋）

【１６〜２０歳代】
・高田で生まれて育った若い世代が住み続けたいと思うまちづくりをして欲しい。
・若者たちにとって遊ぶ場所が少ないところが足りない部分なのではないかと思いました。

【３０歳代】
・子育て環境が充実しているので、その子どもたちが大人になった時、そのまま豊後高田
市で働ける（住み続けられる）環境が整うと嬉しいです。
・移住の促進や人⼝を増やすことは大事なこと、市⺠の皆さんに適切な経済を回してほしい
です。市⺠が豊かであれば、きっと町の魅⼒が上がり、⾃ずと人も増えるのではないで
しょうか？大変なことでしょうけど、頑張ってください。よろしくお願いします。

【４０歳代】
・子育て支援は充分、充実しているので、これからは高齢者にも住みやすい取り組みをして
ほしい。
・市⺠がワクワクする市になってくれたら嬉しいです。

【５０歳代】
・⾃然が多いことに⾃信をもって後世に残してほしい。全世代が安心して楽しく住める魅⼒
的なまちづくりをお願いします。
・相対的に暮らしやすい地域だとは思いますが、近年の⾃然災害を考えた時、もっと防災の
意識を⾃分たちも持つべきと考えます。

【６０歳代】
・みんなが明るく健康で暮らしていける町であってほしい。高齢者として健康寿命を延ばす
努⼒はして、なるべく人に迷惑をかけないように、また役に立てることがあればと思って
生活している。
・若者や女性が生き生きと活躍できる環境づくり。千年ロマン漂う国東半島の観光を生かし
たまちづくり。

【７０歳代以上】
・老いも若きも気軽に語りあえ、この町をもっと住みやすく楽しめる田舎町をつくれたら良
いですね。
・豊後高田市は国宝も含めて多くの文化財を保有しています。先人の方々が守ってこられた
文化財を有効に活用して、観光分野を共同で広めて欲しいと思います。




